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告　　　　示

○愛媛県告示第813号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第54条第２項の規定により、次のとおり指定自
立支援医療機関を指定した。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名　　　　　　　　称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 名　　　　　　　　称 所　　　　在　　　　地

株式会社Ｍａｒ 西条市中野甲598番地１ 代表取締役
塩　崎　まり子

しずく訪問看護ステーシ
ョン 西条市中野甲598番地１

訪問看護ステーシ
ョン（育成医療・
更生医療）

令和８年
７月１日

○愛媛県告示第814号
　漁船損害等補償法施行令（昭和27年政令第68号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条第１項
の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船
調書を縦覧に供する。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
１　届出事項
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� （愛媛県南予地方局農林水産振興部八幡浜支局水産課管内）

発　起　人　の　住　所　及　び　氏　名 加　入　区
漁船損害等補償法第113条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

愛媛県八幡浜市向灘410番地

　　松　本　嘉　晃

愛媛県八幡浜市向灘835番地

　　込　山　龍　之

愛媛県八幡浜市大島２番耕地102
番地
　　伊　藤　博　宣

八 幡 浜 八幡浜漁業協同組合

２　指定漁船調書の縦覧
　⑴　縦覧期間
　　　令和８年７月17日から令和８年７月31日まで
　⑵　縦覧場所
　　　南予地方局農林水産振興部八幡浜支局水産課

○愛媛県告示第815号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。
その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

道路の種類 路　　線　　名 供　　　　用　　　　開　　　　始　　　　の　　　　区　　　　間 供用開始の日

県 道 朝倉伊予桜井停車場線
今治市朝倉北甲452番６から

同市朝倉北甲457番地先まで
令和８年７月17日

○愛媛県告示第816号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第18項の規定によ
り、松山市立待堰土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退
任した旨の届出があった。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県中予地方局長　小　山　哲　司
　就　任

役員の種類 氏　　　　名 住　　　　　　　　　　所

理　事 渡　部　康　夫 松山市土居町889－１

〃 戒　能　泰　隆 松山市今在家二丁目９－30

〃 大　西　龍　夫 松山市土居町955

〃 友　澤　功　一 松山市今在家一丁目７－41

〃 越　智　公　生 松山市越智二丁目５－18

〃 形　上　哲　也 松山市北土居四丁目24－17

〃 丹　下　宗　之 松山市北土居四丁目14－１

〃 本　郷　常　男 松山市東石井四丁目10－30

〃 井　上　文　昭 松山市北井門三丁目12－29

〃 池　田　浩　子 松山市土居町732－１

監　事 篠　浦　保　彦 松山市南土居町317－３

〃 野　間　　　豊 松山市東石井四丁目14－15

　退　任

役員の種類 氏　　　　名 住　　　　　　　　　　所

理　事 渡　部　康　夫 松山市土居町889－１

〃 戒　能　泰　隆 松山市今在家二丁目９－30

〃 大　西　龍　夫 松山市土居町955

〃 友　澤　功　一 松山市今在家一丁目７－41

〃 越　智　公　生 松山市越智二丁目５－18

〃 形　上　哲　也 松山市北土居四丁目24－17

〃 村　上　弘　彦 松山市越智二丁目２－20

〃 本　郷　常　男 松山市東石井四丁目10－30

〃 井　上　文　昭 松山市北井門三丁目12－29

〃 小　原　文　子 松山市土居町1007

監　事 篠　浦　保　彦 松山市南土居町317－３

〃 野　間　　　豊 松山市東石井四丁目14－15

○愛媛県告示第817号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定によ
り、松山市三町土地改良区の定款の変更を認可した。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県中予地方局長　小　山　哲　司

○愛媛県告示第818号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。
　その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
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道路の種類 路　　線　　名 供　　　　用　　　　開　　　　始　　　　の　　　　区　　　　間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線
宇和島市津島町岩渕乙603番１から

同町岩渕乙593番１まで
令和８年７月17日

○愛媛県告示第819号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。
　その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県知事　中　村　時　広

道路の種類 路　　線　　名 区　　　　　　　　　　間 旧・新
別

敷　地　の
幅　　　員 延　　長 備　考

県 道 小田柳谷線
喜多郡内子町中川962番２から

同町中川962番13まで

旧
メートル キロメートル
　4.1～18.1 0.195

新 　6.2～24.9 0.197

公　　　　告

○公　告
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
１　入札に付する事項
　⑴　件名
　　　県税システム機器の借入れ
　⑵　借入物品名及び数量
　　　県税システム機器一式（ハードウェア、ソフトウェア及び保

守部品の提供並びに搬入、調整、ハードウェアの保守及び借入
期間満了後の撤去等一式）

　⑶　借入物品の内容等
　　　仕様書による。
　⑷　借入期間
　　　令和９年１月１日から令和13年12月31日まで
　⑸　借入場所
　　　仕様書による。
　⑹　入札方法
　　ア　入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。
　　イ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

２　入札に参加する者に必要な資格
　　知事の審査を受け、令和８年度から令和10年度までの製造の請
負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業
者で、次の事項に該当するもの
　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規

定に該当しない者であること。
　⑵　４の⑶に掲げる受領期限の日から落札者の決定の日までの間

に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であるこ
と。

　⑶　営業種別「その他」営業種目「レンタル・リース」につい
て、令和８年度から令和10年度までの製造の請負等に係る一般
競争入札に参加する資格を有すると認められた者であること。

　⑷　入札参加資格確認申請書（別紙様式１。以下「申請書」とい
う。）により、納入しようとする物品が要求する仕様を満たす
こと、借入期間の開始までに適正かつ確実に納入できる体制が
整備されていること及び借入物品に係る保守及び点検の体制が
整備されていることを証明した者であること。

３　入札書の提出場所等
　⑴　入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先
　　　愛媛県総務部行財政推進局税務課
　　　〒790-8570
　　　愛媛県松山市一番町四丁目４番地２
　　　電話　（089）912－2201
　⑵　入札書の受領期限
　　　令和８年８月26日（水）午前10時まで
　⑶　入札説明書の交付方法
　　　⑴に掲げる場所で交付する。
　⑷　開札の日時及び場所
　　　令和８年８月26日（水）午前10時
　　　愛媛県庁第二別館10階第1001会議室
４　その他
　⑴　入札及び契約手続において使用する言語及び通貨
　　　日本語及び日本国通貨
　⑵　入札保証金
　　　愛媛県会計規則（昭和45年愛媛県規則第18号）第135条から

第137条までの規定による。
　⑶　入札者に要求される事項
　　　この一般競争入札に参加を希望する者は、申請書を入札説明

書に定める期限までに知事に提出し、入札参加資格の確認を受
けなければならない。

　　　なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合
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は、これに応じなければならない。
　　ア　申請書の受領期限
　　　　令和８年８月12日（水）午後３時まで
　　イ　受付場所
　　　　上記３⑴に掲げる場所に必着のこと。
　⑷　入札の無効
　　　２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効
とする。

　⑸　契約書作成の要否
　　　要
　⑹　落札者の決定方法
　　　この公告に示した業務を期間内に確実に遂行できると知事が

判断した入札者であって、愛媛県会計規則第133条の規定に基
づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって
有効な入札を行ったものを落札者とする。

　⑺　その他
　　　詳細は、入札説明書による。
５　Summary
　⑴　Nature and quantity of the product to be leased: Computer 

Equipment for the Tax System, 1 set
　⑵　Time limit of tender: 10:00 a.m., 26 August 2026
　⑶　For further information, please contact: Tax Affairs 

Division, Administrative and Financial Affairs Promotion 
Bureau, General Affairs Department, Ehime Prefectural, 
4-4-2 Ichibancho, Matsuyama, Ehime 790-8570, Japan

　　TEL +81-89-912-2201

○公　告
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
１　入札に付する事項
　⑴　件名
　　　令和８年度サーベイメータ及びデジタル式警報線量計保守点

検業務委託
　⑵　委託業務名及び数量
　　　入札説明書及び仕様書による。
　⑶　委託業務の内容等
　　　入札説明書及び仕様書による。
　⑷　委託期間
　　　令和９年３月19日（金）まで
　⑸　委託業務に係る成果品の納入場所
　　　入札説明書等による。
　⑹　入札方法
　　　入札金額は、保守点検の対象となっているサーベイメータ及

びデジタル式警報線量計の保守点検費用の総額を記載するこ
と。

　　　また、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税
及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を
入札書に記載すること。

２　入札に参加する者に必要な資格
　　知事の審査を受け、令和８年度から令和10年度までの製造の請
負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業
者で、次の事項に該当する者。

　⑴　「特定調達参加希望」の登録をしている者であること。
　⑵　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規

定に該当しない者であること。
　⑶　開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。
　⑷　保守点検対象となっている機器について、保守点検を行った

実績があること。
３　入札書の提出場所等
　⑴　入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先
　　　愛媛県　県民環境部　防災局　原子力安全対策課
　　　原子力防災グループ
　　　〒790-8570
　　　愛媛県松山市一番町４丁目４－２
　　　電話　089-941-2111　内線2341
　　　メールアドレス　genshiryokuanzen@pref.ehime.lg.jp
　⑵　入札書の受領期限
　　　開札の日時に開札の場所へ持参して提出
　⑶　入札説明書の交付方法
　　　愛媛県ホームページ（https://www.pref.ehime.jp/）でのダ

ウンロード又は上記⑴に掲げる場所で交付する。
　⑷　開札の日時及び場所
　　　令和８年８月26日（水）午前10時00分
　　　愛媛県庁第一別館３階災害対策室
４　その他
　⑴　入札及び契約手続において使用する言語及び通貨
　　　日本語及び日本国通貨
　⑵　入札保証金
　　ア　入札に際しては、入札者が見積もる契約金額の100分の５

以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定
金融機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出し
又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代え
ることができる。また、愛媛県会計規則（昭和45年愛媛県規
則第18号）第137条の規定に該当する者については、入札保
証金の納付を免除することがある。

　　イ　契約に際しては、契約金額の10分の１以上の契約保証金を
納付しなければならない。ただし、愛媛県会計規則第154条
の規定に該当する者については、契約保証金の納付を免除す
ることがある。

　⑶　入札者に要求される事項
　　　この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格審査

申請書を提出し、入札参加資格の確認を受けなければならな
い。

　　　なお、知事からの当該書類の内容に関し説明を求められた場
合は、これに応じなければならない。

　　ア　受付期間
　　　　令和８年７月17日（金）から令和８年８月17日（月）午後
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５時15分まで
　　イ　受付場所
　　　　上記３⑴に掲げる場所
　⑷　入札の無効
　　　２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効と
する。

　⑸　契約書作成の要否
　　　要
　⑹　落札者の決定方法 
　　　この公告に示した業務を履行できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第133条の規定に基づいて作成され
た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行
ったものを落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札
価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行
がされないこととなるおそれがあると認められるとき、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととな
るおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予
定価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行った他の者のう
ち最低価格を持って入札を行った者を落札者にすることがあ
る。

　　　ついては、次の事項に留意すること。
　　ア　調査基準価格が設定されていること。
　　イ　調査基準価格を下回る入札が行われた場合は落札者の決定

を保留し、低入札価格調査の終了後に入札結果を通知するこ
と。

　　ウ　低価格入札者は、最低価格入札者であっても必ずしも落札
者とならない場合があること。

　⑺　その他
　　　詳細は、入札説明書による。
５　Summary
　⑴　Nature and quantity of the service to be rendered: Survey 
meters and Electronic Pocket Dosimeters maintenance 
outsourcing

　⑵　Time limit of tender: 10:00 a.m., 26 August 2026
　⑶　For further information, please contact: Nuclear Safety 

Measures Division, Public Affairs and Environment 

Department, Ehime Prefectural Government, 4-4-2 
Ichibancho, Matsuyama, Ehime 790-8570, Japan

　　TEL ＋81-89-941-2111 Ext. 2341
　　Mail genshiryokuanzen@pref.ehime.lg.jp

○公　告
　　　生産事業者講習会の開催について
　林業種苗法（昭和45年法律第89号）第11条第１項の規定に基づ
き、生産事業者講習会を次のとおり行う。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県知事　中　村　時　広
１　開催の日時
　　令和８年９月11日（金）　９時
２　開催の場所
　　上浮穴郡久万高原町菅生
　　愛媛県農林水産研究所　林業研究センター本館会議室
３　受講申込期限
　　令和８年９月８日（金）まで。ただし、郵送による場合は、同
日までの消印があるものは、受け付ける。

４　受講申込書の請求先及び提出先
　　住所を所管する地方局森林林業課、支局森林林業課、若しくは
農林水産部森林局森林整備課

教育委員会公告

○公　告
令和９年度の県立中等教育学校の入学者の選考に係る適性検
査等の期日及び入学予定者の発表の日について

　令和９年度の愛媛県県立中等教育学校の入学者の選考に係る適性
検査等の期日及び入学予定者の発表の日を次のとおり定めた。
　　令和８年７月17日
　　　　　　　　　　　　愛媛県教育委員会
� 教育長　髙　岡　哲　也
１　適性検査等の期日
　　令和９年１月９日（土）
２　入学予定者の発表の日
　　令和９年１月15日（金）

選挙管理委員会告示

○愛媛県選挙管理委員会告示第51号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県選挙管理委員会委員長　三　好　賢　治
１　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）
　国会議員関係政治団体以外の政治団体

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

日本栄養士連盟愛媛県支部 藤　田　正　隆 藤　田　正　隆 松山市三番町四丁目３－９ 令和８年４月28日

西原ゆうへい後援会 西　原　勇　平 酒　井　国　久 松山市久保433－１ 令和８年６月４日
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○愛媛県選挙管理委員会告示第52号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県選挙管理委員会委員長　三　好　賢　治	
１　政党の支部

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異 動 年 月 日

自由民主党久万高原支部 熊　代　祐　己 代 表 者 熊　代　祐　己 山　﨑　洋　靖 令和７年11月18日

会 計 責 任 者 大　原　貴　明 岡　部　史　夫

自由民主党愛媛県松山市
・上浮穴郡第五支部 帽　子　大　輔 会 計 責 任 者 帽　子　敏　信 帽　子　　　保 令和７年12月１日

自由民主党愛媛県港湾建
設支部 井　原　　　伸 代 表 者 井　原　　　伸 平　野　武　邦 令和８年５月７日

会 計 責 任 者 徳　田　智　也 関　谷　慎　吾 令和８年６月１日

自由民主党愛媛県遊技産
業支部 山　路　大　助 主たる事務所の所在地 松山市歩行町一丁目９－４ 松山市二番町二丁目８－７ 令和８年５月25日

代 表 者 山　路　大　助 佐々木　彰太郎

会 計 責 任 者 前　田　　　崇 村　上　　　充

自由民主党愛媛県建設関
係支部 西　山　　　周 代 表 者 西　山　　　周 浅　田　春　雄　 令和８年５月29日

２　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異 動 年 月 日

うえの由佳後援会 松　田　直　美 主たる事務所の所在地 松山市北条20－139 松山市勝山町一丁目８－１ 令和７年７月31日

愛媛県商工連盟連合会大
洲支部 久　保　　　登 代 表 者 久　保　　　登 城　戸　猪喜夫 令和７年11月１日

帽子大輔後援会 帽　子　大　輔 会 計 責 任 者 帽　子　敏　信 帽　子　　　保 令和７年12月１日

兵頭学後援会 兵　頭　　　学 主たる事務所の所在地 西予市野村町野村12－203 西予市野村町野村12－519 令和８年３月23日

いしいともえと楽しく未
来を語る会 石　井　智　恵 主たる事務所の所在地 松山市味酒町三丁目２－５ 松山市味酒町三丁目９ 令和８年６月１日

十川ゆういち後援会 十　川　祐　一 主たる事務所の所在地 松山市味酒町三丁目２－５ 松山市味酒町三丁目９ 令和８年６月１日

愛媛県獣医師連盟 白　石　光　伸 代 表 者 白　石　光　伸 戒　能　　　豪 令和８年６月17日

会 計 責 任 者 青　野　逸　志 白　石　光　伸

えひめ民社協会 田　中　周　作 代 表 者 田　中　周　作 上　杉　昌　弘 令和８年６月17日

会 計 責 任 者 小　川　　　剛 玉　置　公　正

西予市医師連盟 安　食　研　治 会 計 責 任 者 上　甲　英　生 樋　口　　　享 令和８年６月17日

松山市医師連盟 矢　野　　　誠 会 計 責 任 者 浅　野　光　一 松　本　健　吾 令和８年６月17日

○愛媛県選挙管理委員会告示第53号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１項の規定に
より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

　　令和８年７月17日
　　　　　　　　　　　　愛媛県選挙管理委員会
� 委員長　三　好　賢　治
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令和８年７月17日　発行

○愛媛県選挙管理委員会告示第54号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県選挙管理委員会委員長　三　好　賢　治

資金管理団体の届
出をした者（代表
者）の氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 指 定 年 月 日

西　原　勇　平 愛媛県議会議員 西原ゆうへい後援会 松山市久保433－１ 令和８年６月１日

○愛媛県選挙管理委員会告示第55号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定により、次のとおり同項第３号の規定による資金管理団体の届出事項の異
動の届出があった。
　　令和８年７月17日
� 愛媛県選挙管理委員会委員長　三　好　賢　治

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

吉　冨　健　一 吉冨健一後援会 公 職 の 種 類 愛媛県議会議員 松山市議会議員 令和８年５月25日

１　政党の支部

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

国民民主党愛媛県第１区総支部 石　井　智　恵 令和８年３月31日

２　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

日本栄養士連盟愛媛県支部 藤　田　正　隆 令和７年12月31日

○正　誤
　令和８年３月31日付け第698号愛媛県告示第274号（道路の供用開
始（一般国道319号外））中

ページ 箇　　所 誤 正

193
表
供用開始の区
間の欄
１段目２行目

同町上山2987番３まで 同町上山2897番３まで

正　　　　誤


